
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

徴収猶予の「特例制度」 

○ 新型コロナウイルスの影響により事業等に係る収入に相当の減少が 

あった方（下欄「対象となる方」）は、原則１年間、県税の徴収の猶 

予を受けることができます。 

○ 担保の提供は不要です。延滞金もかかりません。 
（注）１ 猶予期間内における途中での納付や分割納付など、事業の状況に応じて計画的に納付し 

ていただくことも可能です。 

2  地方法人二税における中間申告については、猶予期間の終期は確定申告書の提出期限と 

なります。  

 

以下①②のいずれも満たす納税者・特別徴収義務者（個人法人の別・規模は

問わず）が対象となります。 

① 新型コロナウイルスの影響により、 

令和２年 2月以降の任意の期間（１か月以上）において、事業等に係る 

収入が前年同期に比べて概ね２０％以上減少していること。 

② 一時に納付し、又は納入を行うことが困難であること。 

（注）「一時に納付し、又は納入を行うことが困難」かの判断については、少なくとも向こう半年間の事

業資金を考慮に入れるなど、申請される方の置かれた状況に配慮し適切に対応します。 

※上記の要件を満たさない場合でも、他の猶予制度（通常、年１．６％の延滞金がかかりま

す）を利用できる場合があります。詳しくは最寄りの県税事務所にご相談ください。 

対象となる方 

・ 令和２年２月１日から同３年１月３１日までに納期限が到来する県税のほ

ぼすべての税目（証紙徴収の方法で納めるものを除く）が対象になります。 

※これらのうち、既に納期限が過ぎている未納の地方税（他の猶予を受けているものを含む）についても、

遡ってこの特例を利用することができます。 

 

対象となる地方税 

・ 法律の施行日から２か月を経過する日（令和２年６月 30 日）又は、納期

限（納期限が延長された場合は延長後の期限）のいずれか遅い日までに申

請が必要です。 

・ 申請書のほか、収入や現預金の状況が分かる資料を提出していただきます

が、提出が難しい場合は口頭によりお伺いします。（裏面参照） 

申請手続等 ※申請書等は三重県ホームページからダウンロードしてください。 
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新型コロナウイルスの影響により納税が困難な方へ 



 

 

次の①・②のうち提出が必要な書類及び売上帳や現金出納帳、給与明細書、預金通帳の

コピーなどが該当しますが、書類の提出が難しい場合には口頭により状況をお伺いします。 

【猶予を受けようとする金額が 100 万円以下の場合用】 

①財産収支状況書 

【猶予を受けようとする金額が 100 万円を超える場合用】 

②財産目録及び収支の明細書 

※徴収猶予申請書及び①・②の様式は三重県ホームページからダウンロードするか、又は県税事

務所にお問い合わせください。 

 

 例えば前年の月別収入が不明の場合には、以下のような方法により収入減少割合を判断

することもできます。 

 ・年間収入を按分した額（平均収入）と比較 

 ・事業開始後１年を経過していない場合、令和２年１月までの任意の期間と比較 

 特例の要件を満たさない場合でも、他の猶予制度（通常、年１．６％の延滞金がかかり

ます）を利用できる場合があります。詳しくは最寄りの県税事務所（納税課）にご相談く

ださい。 

 

【お問い合わせ先】 

県税事務所 所 管 区 域 電話番号 

桑名県税事務所 納税課 桑名市、いなべ市、桑名郡、員弁郡 0594-24-3612  

四日市県税事務所 納税課 四日市市、三重郡 059-352-0575 

鈴鹿県税事務所 納税課 鈴鹿市、亀山市 059-382-8660 

津総合県税事務所 納税課 津市 059-223-5020 

松阪県税事務所 納税課 松阪市、多気郡 0598-50-0510 

伊勢県税事務所 納税課 伊勢市、鳥羽市、志摩市、度会郡 0596-27-5127 

伊賀県税事務所 納税課 名張市、伊賀市 0595-24-8020 

紀州県税事務所 納税課 尾鷲市、熊野市、北牟婁郡、南牟婁郡 0597-23-3417 

 

 

 

 

 

三重 県税のページ           ＵＲＬ http://www.pref.mie.lg.jp/ZEIMU/HP/index.htm 検 索 

三 重 県 

Ｑ 申請手続として、申請書以外にどのような書類の提出が必要ですか。 

Ｑ 収入が２０％減少していない場合、猶予はできませんか。 


